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【参考】トラックドライバーの⾼齢化
 道路貨物運送業における就業者の⾼齢化が進んでいる。
 道路貨物運送業の運転従事者数は、今後の少⼦⾼齢化の影響を受け、減少傾向に拍⾞がか

かり、2015年の76.7万⼈から2030年には15.9万⼈。15年間で3割減少の推計。

（出所）⽇本ロジスティクスシステム協会「ロジスティックスコンセプト2030」

道路貨物運送業と全産業の年齢階級別就業者数構成⽐⽐較 道路貨物運送業の運転従事者数の減少の推計

（出所）労働⼒調査（2020年12⽉）より作成
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１．ラストワンマイル配送の課題(③コロナ禍での変化)

 新型コロナウイルス感染症の影響により、宅配便の利⽤はさらに増加。
 「置き配」の活⽤も増加しており、⾮対⾯・⾮接触による配送ニーズも増加している。

宅配便⼤⼿3社の宅配便取扱量の⽉次推移

（出所）株式会社ナスタ 「置き配」に関する実態調査
https://www.nasta.co.jp/news/2021/2021022401.html

（参考）⺠間企業による「置き配」に関する調査

調査対象者︓ネットショッピングを利⽤している⼈
調査時期︓2021年2⽉13⽇〜2⽉14⽇
調査⽅法︓インターネットリサーチ
調査⼈数︓1000⼈（男性496⼈、⼥性504⼈）
対象年齢︓20代206⼈/30代207⼈/40代200⼈/50代187⼈/60代以上200⼈

「置き配」利⽤率47%、コロナ禍の⾮対⾯需要により20ポイント増加

（ナスタ調べ）
（出所）各社公表数値より、ＮＴＴデータ経営研究所にて作成
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⾃動配送ロボットのユースケース（②これまでの状況）

 ⾃動⾛⾏ロボットの社会実装に向けた官⺠協議会を⽴ち上げ、事業者による実証実
験、安全性の検証、社会受容性の向上のための検討等を⾏い、⾃動⾛⾏ロボットを活
⽤した新たな配送サービスの構築を⽬指す。

 国内では令和２年度４⽉より「近接監視・操作型」、９⽉より「遠隔監視・操作型」の
歩道⾛⾏を含めた公道実証ができる枠組みが整備され、実証実験が⾏われている。

配送ロボットの例

Starship（英）Marble°（⽶）

【構成員】（事務局︓経済産業省）
事業者︓セイノーHD、⽇本郵便、ヤマト運輸、楽天、三菱商事、三菱地所、森ビル、

ZMP、ソフトバンク、Hakobot、パナソニック、本⽥技研、TIS、ロボコム
有識者︓東京⼤学、慶應義塾⼤学、つくば⼤学、産総研、 NEDO
⾃治体︓岩⼿県、つくば市、千葉市、東京都、横須賀市、福岡市
関係省庁︓内閣官房、警察庁、国⼟交通省、経済産業省

【開催実績】
第１回 2019年9⽉30⽇
（内容）・協議会の開催趣旨や進め⽅について事務局より説明

・参加企業による⾃動⾛⾏ロボットを活⽤した想定ユー
スケースについてプレゼンテーション 等

第２回 2020年5⽉28⽇
（内容）・令和元年度のWG検討結果の発表

・規制官庁より「近接監視・操作型」公道実証⼿順について
発表 等

⾃動⾛⾏ロボットを活⽤した配送の実現に向けた官⺠協議会
※平⾏して、事業者を中⼼とするWGも開催

ZMP（⽇） パナソニック（⽇）
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４．⾃動配送ロボットを活⽤したサービスに期待される役割

 ⾃動配送ロボットの活⽤については、以下のようなニーズを満たす効果が期待される。

ニーズ 期待される効果

「遠隔・⾮対⾯・⾮接触」での配送ニーズ
 ⾃動⾛⾏ロボットの普及により、⼈との接触機会の解消や緩和に繋がり、結果として、

社会的課題とされる「遠隔・⾮対⾯・⾮接触」での配送ニーズへの対応が期待され
る。

⽣活必需品の調達ニーズ
 ⾃動⾛⾏ロボットの普及により、⾼齢者や交通弱者の抱えるものへのアクセス問題

の解消や緩和に繋がり、結果として、社会的課題とされる⽣活必需品の調達ニーズ
への対応が期待される。

ラストワンマイルにおける⼈⼿不⾜解消  ⾃動⾛⾏ロボットの普及により、省⼈化やサービス提供時間の拡⼤に繋がり、結果
として、社会的課題とされるラストワンマイルにおける⼈⼿不⾜の解消が期待される。

再配達削減  ⾃動⾛⾏ロボットの普及により、配達時間の制約の解消や緩和に繋がり、結果とし
て、社会的課題とされる再配達の削減が期待される。

配送と同時巡回による防犯や⾼齢者等の
⾒守り

 ⾃動⾛⾏ロボットの普及により、特に⽇中の⾒守り⼈員不⾜の解消や緩和に繋がり、
結果として、社会的課題とされる配送と同時巡回による防犯や⾼齢者等の⾒守り
が期待される。
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【参考】ラストワンマイル配達⼈員が1年間に運ぶ宅配便の取扱い個数

 ラストワンマイルに従事する配達⼈員数は約23,000⼈と推定。
→ヤマト運輸のラストワンマイル物流対応の「アンカーキャスト」の必要要員1万⼈（※1）
ヤマト運輸の宅配便取扱シェア43.7%（2017年）から割り戻して算出

※1︓ラストワンマイル物流の担い⼿として配達特化型のドライバーネットワーク「アンカーキャスト」を結成し、ドライバーの勤務時間を朝と夜の⼆部制に分ける
取り組みを⾏った。夜間配達ニーズの⾼まりに対応すべく最終的に1 万⼈体制を⽬指しており、2019 年3 ⽉時点では5,000 ⼈がアンカーキャスト
として従事している。（出典︓ラストワンマイル物流市場の実体と展望2019年版 株式会社⽮野経済研究所）

 BtoC及びCtoCの宅配便の取扱い個数は22.9億個と推定（2019年※2）
→宅配便の2019年取扱い個数は43.2億個
→ラストワンマイルの対象となるBtoC、CtoCは53%（※3）

※3︓2018 年度⾒込みの宅配便におけるBtoB、BtoC、CtoC の市場規模（⾦額ベース）のシェアは、BtoB が47％、BtoC が39％、
CtoC が14％と推計（出所︓「株式会社⽮野経済研究所」ラストワンマイル物流市場の実体と展望2019年版）

※2︓出所︓令和元年度 宅配便等取扱個数の調査及び集計⽅法 （同調査における宅配便の定義を次ページに添付する）

 22.9億個÷23,000⼈＝99,600個

 ラストワンマイル配達⼈員が1年間に運ぶ宅配便の取扱い個数＝宅配便の取扱い個数÷ラストワンマイル
配達⼈員

（仮定）

（算式）

（推計）

出所︓令和元年度 宅配便等取扱個数の調査及び集計⽅法
https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001363808.pdf

※NTTデータ経営研究所による試算
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５．社会実装に向けて

 現在の個別の道路使⽤許可等による実証実験段階から、まずは「低速・⼩型の配送ロ
ボット」の制度化・実⽤化に向けて検討。

 経済産業省においても、令和3年度も引き続き官⺠協議会及びWGを開催し、まずは
「低速・⼩型の配送ロボット」の社会実装に向け、具体的な活⽤⼿法の検討等を⾏って
いく。

 将来的な「低速・⼩型」以外の機体についての利活⽤や、実証についても、他の⾃動⾛
⾏関連の動向を⾒つつ引き続き検討。

○⾃動配送ロボットの制度整備（内閣官房、警察庁、国⼟交通省、経済産業省）
公道⾛⾏実証の結果を踏まえて、遠隔で多数台の低速・⼩型の⾃動配送ロボットを⽤いたサービスが可
能となるよう、来春を⽬途に制度の基本⽅針を決定し、来年度のできるだけ早期に、関連法案の提出
を⾏う。

国⺠の命と暮らしを守る安⼼と希望のための総合経済対策（令和2年12⽉8⽇閣議決定）

関連する政府⽂書




